
事業の内容

原子力災害による被災事業者の自立支援事業【復興】
平成27年度補正予算額 228.0億円

事業目的・概要
避難指示等の対象である被災１２市町村のおかれた厳しい事業環
境に鑑み、１２市町村の事業者の自立へ向けて、事業や生業の再
建等を支援します。また、事業者の帰還、事業・生業の再建を通じ、
働く場の創出や、買い物をする場などまち機能の早期回復を図り、まち
の復興を後押しします。

具体的には、 「福島相双復興官民合同チーム」（官民合同チーム）
による個別訪問の結果を踏まえて、特に緊急に実施する必要のある、
①官民合同チームにおける専門家による訪問・相談支援体制の強化、
②個別事業者の事業再開等にかかる初期投資等への支援、③事業
者が帰還し再開できるよう需要喚起を図る市町村の取組への支援を
行います。

事業イメージ

成果目標
これらの支援策の実施を通じて、事業者の自立を図ります。また、事業
者の帰還、事業・生業の再建を通じ、まちの復興を後押しします。

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間団体等
基金
（１）

国 福島県
基金
（２） ①民間事業者

②市町村
①補助

②交付

民間団体等
補助

（１）官民合同チーム個別訪問支援事業

（２）事業再開・帰還促進事業

官民合同チームにおける、専門家による訪問、相談支援体制を強化し
ます。具体的には、コンサルタント、税理士等の専門家を交えたチームを構
築し、事業再開、承継・転業、生活再建等の課題について、事業者に寄
り添った訪問、相談支援を実施します。

①中小・小規模事業者の事業再開等支援事業

②事業再開・帰還促進交付金

１２市町村で被災した中小・小規模事業者の自立を集中的に支援し、
当該地域における働く場の創出や、買い物をする場などまち機能の早期
回復を図るため、事業者の事業再開等に要する設備投資等の費用の一
部を補助します。

１２市町村において事業者が帰還を決断しやすい環境を整備するため、
市町村が各々の事情を踏まえて実施する取組を支援します。具体的には、
１２市町村において、住民の帰還を後押しつつ住民に地元事業者から
の購入を促すことで需要の喚起を図る取組について、市町村へ交付金を
交付します。


